
 

第２編 震災対策編 第６章 最悪事態（シビアコンディション）への対応 

⑦デマやチェーンメールは新たな災害 
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○ 情報通信基盤が破壊または電源喪失し、情報収集・伝達手段が制限される。 

○ 政府、行政による正確な情報発信が不足する。 

○ 不安や恐怖心から、不正確な情報や流言・デマが拡散する。 

 

 

○ 電力事業者や通信事業者と協力し、通信設備の停電対策（携帯電話基地局の増設と

耐震化、非常用電源の強化等）を推進する。 

○ 正しい情報の発信者・取得方法などの防災情報教育を行い、プッシュ型の災害情報

を取得するための事前登録等を進める。 

○ 政府や行政は発災後速やかに、多様なメディアを使い、正しい情報を発信し続ける

とともに、デマ、流言の存在を素早く察知し、拡散を防ぐ。 

 

課  題 

対策の方向性 

 

東日本大震災では、広い範囲で電話回線や携帯電話の基地局が被災し、被災地での情

報取得が著しく制限されました。 

 その中で、ツイッターや SNS など、新たな情報伝達手段の有効性が確認され、震災以

降、多くの団体が活用を検討しています。しかし、これらは強力な拡散性を持つことか

ら、「嘘の情報」いわゆるデマやチェーンメールによる新たな危険（二次災害）を引き

起こす可能性があります。 

これらは、①情報が極度に不足した状態で現れやすい、②危険回避を指示する内容が

多い、③伝播速度が早い、という特徴があり、親切心から周囲に知らせようとした人か

ら、情報を渇望していた人へ急速な勢いで拡散していくことになります。 

 東日本大震災でも例えば、「被災地で外国人窃盗団が暗躍している」「被災地で、略

奪、強盗、暴行等が発生している」等の治安情報や、「ヨウ素を含むうがい薬や海藻類

を摂取すると内部被曝が防げる」等の放射能関係情報、「某県の水は汚染されている」

等の不正確な情報が、検証もされずに広がりました。 

 デマや流言が拡散すると、過剰な自衛行為やパニックが思いもよらない二次災害に発

展する可能性があります。「そんな嘘は見抜ける」「信じるはずがない」という平時の

自信は、大規模災害時には却って危険かもしれません。 

 

⑦ デマやチェーンメールは新たな災害 

シビアな状況 


